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厚生労働省が現在、国会に提出した法律案について

	○　雇用保険法等の一部を改正する法律案（２月９日提出）／ 3月中旬に審議予定
○　国民年金法等の一部を改正する法律等の一部を改正する法律案（２月９日提出）

○　児童手当法の一部を改正する法律案（２月９日提出）

○　雇用対策法及び地域雇用開発促進法の一部を改正する法律案（２月13日提出）
· 短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律の一部を改正する法律案（２月13日提出）／４月審議予定


· 今後の法案は3月16日までに提出されます。
徳島・栃木に引き続き

愛媛県･愛媛労働局が正規雇用拡大求め、県内1100社に要請
2月23日、愛媛県知事と愛媛労働局長連名で、正社員雇用の拡大を求める要請文書を県内の50人以上規模の雇用保険適用事業所約1100社に送付しました。
企業の発展を担う優れた人材確保のため、正社員としての雇用拡大を要請しています。
※　同様の文章が出されている県がありましたらお知らせください。
3月1日　職業安定局需給調整事業課長名で通達
｢改正労働者派遣法施行後の経過措置期間の終了に伴う留意点について｣
　
製造業への労働者派遣は、04年3月に解禁され、派遣可能期間が1年とされてきたが、今年3月1日から3年に延長されるにあたり職業安定局需給調整事業課長名で、都道府県労働局長宛通達が出されました。その内容は下記のとおりです。
① 派遣可能期間の定めが行われていない、過半数労働組合等からの意見聴取が行われていない等派遣可能期間の定めが適正に行われていない労働者派遣に対しては、派遣先及び派遣元事業主の双方に対し必要な指導を厳正に行い、速やかに是正を完了させること。
　その際、労働者派遣法第26条第5項及び第6項、第34条第1項第3号及び第2項、第35

条の2第2項、第40条の2第5項の通知等の手続き等に追漏のないよう厳正に指導すること。
②　派遣可能期間の制限にすでに抵触している労働者派遣に対しては特に厳正に指導すること。
※　厚生労働省は、かたくなに派遣先の責任での直接雇用指導を拒んでいますが、

期間制限に抵触し、さらに就労させたケースの「厳正指導」の中身は「正社員化」指導であるべき！

この声を労働局にぶつけましょう！
抜本改正のチャンス迎える、「最低賃金法改正」！ 

国会では、最低賃金法改正をめぐる議論が過熱しています。野党各党はワーキング・プアをなくすためには「最賃１，０００円あたり前、実現せよ」と政府・与党にせまっています。３月１日、民主党は「格差是正のための緊急措置等に関する法律案」を発表しましたが、その柱の一つである最賃法改正法案は、生計費原則にのっとった「全国最低賃金」です。

柳澤厚生労働大臣や青木基準局長は「具体的金額決定は地方最賃審議会の意見を聞いておこなう」と逃げながらも、水準引き上げが前提であり、その趣旨が法改正にこめられているといわざるをえない流れになっています。労働者の姿と声を示すことが求められます。
最賃１０００円で地域経済と中小企業潤う！ 労働総研試算発表
　

労働運動総合研究所（代表理事・牧野日大教授）は26日、最低賃金を時給換算で1,000円に引き上げることによる経済波及効果の試算を発表しました。賃金センサスの対象2800万人をもとに推計した結果によれば、最賃1000円が実現すると労働者の25％が賃金改善され、パートは平均2万5千円、一般労働者は2万9千円の賃上げとなります。これにより消費支出は１兆3230億円増え、それが各産業に波及して結果的にＧＤＰを0.27％押し上げます。日本の経済成長率は約2％ですから0.27％は大きな数字です。また、試算は高所得者層の収入を増やしたケースとの対比も行い、ワーキング・プアの賃上げをした方がより多く（約5685億円）の経済効果があることを明らかにしています。低所得者の消費を増やすと、中小企業の多い産業分野により多くのお金がまわることも示しています。

内需拡大にむけ、最低賃金引き上げが注目を集める中、効果の大きさを改めて示す結果です。国会の中でも話題となり、労働総研では衆・参議院や与党からの資料照会が相次いでいます。
【当面の行動について】
○　国会議員要請行動
　　日時　3月２０日（火）／定例国会議面集会終了後　／場所　衆議院議員面会所
○　他団体との共闘
　　３．２３集会　　　／3月23日（金）6時30分から／主催「一日共同行動実行委員会」
　　場所　社会文化会館／内容　集会終了後、国会デモ

○　労働法制中央連絡会総決起集会

　　日時　3月26日　18時30分から

　　内容　最新の労働法制をめぐる状況と今後の取り組みについて
※下記版下を作成しました。新聞や発行物等で活用してください。
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